（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


内閣府沖縄総合事務局　あて

令和８年度「新たな沖縄観光サービス創出支援事業費補助金」申請書

	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない　
個人事業者等の場合には、記載不要。



（様式２）
	受付番号
※記載不要
	






令和８年度「新たな沖縄観光サービス創出支援事業費補助金」企画提案書

（注）以下１～５の各項目について、※の留意事項（審査の観点）を注意して適切に記載してください。スペース等は自由に変更して構いませんが、様式２全体（参考資料除く）で６ページ以内で簡潔に記載してください（フォントサイズ（11pt）の変更は不可、図表の貼り付け可）。なお、必要に応じて各項目に記載内容の補足説明やエビデンス等を示すための参考資料の添付は可能です（ただし、当方より指定する添付書類以外の参考資料は審査対象にはなりませんのでご注意ください）。※この記載を含む赤字記載内容は削除していただいて構いません。

	申請者名
	

	積算概要
(単位:千円)
	Ⅰ．事業費（間接補助対象事業）
	

	
	Ⅱ．管理費
	

	
	(1)人件費
	

	
	(2)旅費
	

	
	(3)謝金
	

	
	(4)その他
	

	
	総合計（Ⅰ＋Ⅱ）
	



１．事業の実施内容
	①事業目的
②事業内容
・事業内容については、以下の観点を踏まえ具体的に明記してください。
（1） 間接補助事業を実施する民間事業者等の公募、交付決定、確定、補助金の交付、事業実施工程の管理及び補助
（多くの公募につながる広報活動についての手法についても記載してください）
（２）	外部有識者による審査、検討（評価）委員会の設置、運営
（３）	間接補助事業実施に当たっての伴走支援
（特に、どのような伴走支援を予定しているか、実行能力を含め明確に記載してください）
（４） 間接補助事業の効果検証、検討、課題抽出、成果の取りまとめ
（特に、効果検証手法について明確に記載してください）
（５） 間接補助事業が当事業終了後、自走化するために必要な水平展開、販路形成等に
かかる広報活動等の支援
（６） 間接補助事業の自走化に寄与する観点で連携可能な新たな取組等の情報収集



２．事業実施体制 
	①事業実施体制
・事業実施体制・役割分担について当該補助事業を遂行できる理由と合わせ、具体的に記載してください。
②組織としての専門性
・同種の補助事業に関連した実績など、事業執行の技術的能力（知見、広報・普及促進、能力※の有無）に関して具体的に明記してください。
※沖縄県における観光関連事業の豊富な経験、有効なネットワーク及び情報収集能力・分析能力を含む
③遂行のための経営基盤・管理体制
・事業遂行のための経営基盤・管理体制について具体的に記載してください。また、情報管理、秘密保持に関して適切に実施できることを示す書類（体制図等）を参考資料として添付してください。




３．事業実施計画
	①作業内容・スケジュール
・作業内容・スケジュールを具体的に記載してください（適切に遂行できる理由含む）
②予算
・積算の根拠を記載してください。根拠資料等については参考資料として添付してください。




４．応募資格を満たしていることの説明
	以下の要件を満たす民間団体等であることについて具体的に明記してください。また、応募資格を満たしていることを示す書類（決算書類等）については参考資料として添付してください。
（１）	日本に拠点を有している法人であること。なお、複数の法人が共同して事業を行う場合については、いずれかを代表法人とし、当該法人が応募すること。（連名による応募は認めない。）
（２）	本事業の遂行に必要な能力、知識、経験等を有していること。
（３）	本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有していること。
（４）	内閣府が本事業を推進する上で必要とする措置を、適切に遂行できる体制を有していること。
（５）	本事業に係る普及促進を行い得る能力を有すること。
（６）	内閣府からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではないこと。
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